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平成２２年１１月５日 

各      位 

会社名   株式会社セイクレスト 

代表者名  代表取締役 青木 勝稔 

   （ＪＡＳＤＡＱ・コード番号８９００） 

問合せ先   専務取締役経営管理本部長 井上 晃章 

                                    電話      ０６―６２６４―７０７７ 

  

業績予想の修正に関するお知らせ 

  

最近の業績動向を踏まえ、平成22年11月１日に公表した業績予想を下記の通り修正いたしましたの

でお知らせいたします。 

記 

 

１． 業績予想値の修正 （単位：百万円）（平成 23 年３月期通期） 

（１） 平成 23 年３月期通期業績予想数値（平成 22 年４月１日～平成 23 年３月 31 日） 

 

（２） 業績予想の修正理由 

当社が平成22年11月１日付「業績予想の修正及び連結子会社の吸収合併による連結決算から個別決

算への移行について」にて公表いたしました業績予想数値につきましては、公表日時点において当社

が販売しているリゾート地が販売状況に至っていないこと等を鑑みた数値は加味しておりませんでし

た。当社は、今後の当社の経営計画及び10月度の実績数値等を精査したうえで、改めて業績予想の修

正が必要であると判断した場合には、速やかに適時開示を行う予定としておりましたが、今後の当社

の経営計画及び10月度の実績数値等の精査が完了し、以下の①～④の理由により業績予想の修正を行

うこととなりました。 

① 企画・販売代理事業において、下半期以降の近畿圏における新築マンションの着工件数が当

社見込数値より低い水準で推移し、その結果当社の受託件数が減少し販売戸数が当初見込数

値に比して減少する見込みとなったこと（下半期の当初見込数値：211百万円→今回修正数

値：164百万円）。 

② 流動化事業において、下半期以降の近畿圏の不動産市況が当社見込より低い水準で推移し、

下半期以降に売却を予定していた物件については、経済合理性の観点から平成23年３月期中

は当該物件を売却せず保有し来期以降に物件を売却する方針に変更したこと（下半期の当初

見込数値：282百万円→今回修正数値：37百万円）。 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回（平成 22 年 11 月 1 日発表）

発表予想（単体）（Ａ） 
1,211 △166 △226 △278

今回（平成 22 年 11 月５日発表）

修正（単体）（Ｂ） 
732 △212 △272 △324

増 減 額（Ｂ－Ａ） △478 △45 △45 △45

増 減 率（％）   △39.5％  －％ －％ －％

＜ご参考＞前期同期実績(連結) 462 △472 △579 △607
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③ 開発事業(セグメントは企画不動産販売事業)において、前期末に取得したリゾート地の販売

については、当初充当する予定であった広告宣伝費等の資金を十分に確保できていない状況

から本日現在においても売上の計上に至っておらず、今しばらくは資金繰り計画上広告宣伝

費等の資金を捻出できる状況ではないことからこのような状況が継続すると判断したこと。

また、平成23年１月以降においては、有償株主割当増資の資金の一部を当該物件の広告宣伝

費に充当し一定の売上を見込んでおりますが、売上見込数値についても保守的に見積もった

こと（下半期の当初見込数値：512百万円→今回修正数値：357百万円）。 

④ 環境関連事業において、下半期以降のＬＥＤ照明の販売、二酸化塩素の除菌・消臭剤の販売、

機能性素材の販売について、当社が不動産事業で構築したネットワークを通じて販売ルート

を確保し販売していく予定としておりましたが、当初想定した販売ルート先が一部確保でき

ていないことから、当初見込んだ数値に比して減少する見込みとなったこと（下半期の当初

見込数値：47百万円→今回修正数値：15百万円）。 

 

２． 今後の見通し 

当社は、平成 22 年９月 15 日付「株主割当による新株式の発行に関するお知らせ」にて公表時点にお

いて、前期末に取得したリゾート地の販売について、当該土地の販売が低調に推移した場合、当該株主

割当増資による資金充当先の優先順位が低い資金について、運転資金等の資金に充当される可能性があ

り、これにより当社の調達する資金の資金使途が変更され予定している当該土地の広告宣伝費等に充当

されない可能性があるとしておりました。加えて、資金計画が変更された場合においても資金繰り計画

については厳しい状況が想定され、当該土地販売に係る広告宣伝費等が充当されない等の状況により、

当該土地の販売による収益について当社が予定している額を著しく下回った場合、当社の事業計画及び

資金繰り計画に大幅な影響を及ぼし経営破綻に至る可能性があるとしておりました。 

本日現在においては、当該土地の販売は適っていない状況であり、資金繰り計画についても引き続き

厳しい状況が継続しております。しかしながら、当社は金融機関等との調整及び新たな資金の借入等を

行っており、現状において、平成 22 年９月 15 日付「株主割当による新株式の発行に関するお知らせ」

にて公表いたしました資金使途及び資金の充当時期に変更はございません。なお、当該株主割当増資に

よる資金の払込みの状況によっては、当社の事業計画及び資金繰り計画に大幅な影響を及ぼし新たに業

績予想の修正を行う可能性があり、払込日以降において新たに業績予想の修正が必要であると判断した

場合には、速やかに適時開示を行う予定であります。 

 

 

以   上 


